
令和２年（ネ）第７６号　安保法制違憲・国賠請求控訴事件

安保法制違憲国賠訴訟控訴審第６回期日（結審）

報 告 集 会 プ ロ グ ラ ム

２０２２年 2 月４日（金）16:30 ～ 18:30

衆議院第二議員会館　第 1 会議室

裁　判　の　報　告 	 代理人弁護士　福　田　　護
	 代理人弁護士　杉　浦　ひ と み
	 代理人弁護士　角　田　由 紀 子
	 代理人弁護士　棚　橋　桂　介
	 代理人弁護士　橋　本　佳　子

	 代理人弁護士　有　岡　佳 次 朗		
	 原　　　　告　渡　辺　一　枝
	 原　　　　告　堀　尾　輝　久

＜経過＞
１３：３０～　裁判所前記念撮影
１４：００～　第６回口頭弁論　１０１号法廷	 開廷
１５：３０～　記者会見　* 後日動画配信予定
１６：３０～　報告集会　衆議院第二議員会館　第 1 会議室 *zoom 配信あり

１７：３０～　原告集会　同上

※これからの裁判
国賠訴訟控訴審裁判第 7 回期日　　月　　日（　）　　：　  【101 号法廷】
差止訴訟控訴審裁判	第４回期日	 　２月２２日 ( 火 ) 14：00【101 号法廷】
山梨控訴審裁判	 第２回期日	 　２月２５日 ( 金 ) 11：00  【101 号法廷】
群馬控訴審裁判	  第３回期日	 　６月　９日 ( 木 ) 15：00  【101 号法廷】

* 憲法学者　青井未帆氏証人尋問
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控訴人　渡　辺　　一　枝

私は 1945 年 1 月 9 日に、旧満州国ハルピンで生まれま
した。当時、父は商工公会に母は図書館に勤めていました。
同年 7 月 20 日、父は根こそぎ動員で臨時招集されました。
生後 6 ヶ月の私を置いて出征する日、父は「この戦争は、
じきに日本が負けて終わる。そしたら俺たちの時代が来る。
必ず帰るからイチエを頼む」と、母に言って出たそうです。
漢数字の一に枝と書いてイチエと読ませる名は、父が私に
残してくれたただ一つの形見です。

翌年 9 月に私たち母娘は引き揚げ、母の実家に身を寄せ
ました。ある日叔母の連れ合いが復員する知らせが入り、
1 歳下の従弟と私は「お父ちゃんが帰る、お父ちゃんが帰
る」と喜び、部屋中跳ね回りました。叔父が戻り、私たち
が駆け寄ろうとすると、祖母は泣きながら私を抱き止めて

「あんたのお父ちゃんじゃないんだよ」と言いました。父
無し子を自覚した 3 歳の私です。

中学生の時に我が家を訪ねてきた人に母が、父と同じ部
隊にいた人からの伝聞を話すのを私も一緒に聴きました。

ハルピンから程近いチチハルで部隊は 8 月 18 日に武装
解除となり、部隊長が「我々は捕虜としてソ連に送られる。
家が近い者は家族に会ってこい」と言い、父たち 3 人は
部隊を離れました。3 人は線路伝いに歩きましたが降り続
いた雨で水没した線路を見失い、湿地帯に入り込んでしま
いました。父は脚を傷めた仲間を背負っていたそうで、先
を歩いていた人が振り返った時には二人の姿は消えていた
そうです。「彼を置いてこい」と言ったのに、「家族が待っ
ているだろう。連れていく」と答えたのが、その人が聞い
た父の最後の言葉だったそうです。

幼かった頃の私は、街並みの美しさから「東洋のパリ」
と謳われたハルピンに、憧れのような思いを抱いていまし
たが、満州は日本が中国を侵略して作った国だったと知る
に連れて、自分の存在が疎ましく思え、自分が嫌いになっ
ていきました。帝国主義に反対だった父、軍国主義に反対
だった母は、なぜ自ら侵略地に行ったのか？　生後 6 ヶ
月の赤ん坊を残して、父はなぜ召集に応じたのか？　「戦
争はもうじき終わる」と言いながら出征する父を、母はな
ぜ止めなかったのか？　なぜ私は侵略地で産まれたのか？　
詮無いことと思いながらも、私は心の中で母を責めました。

母が死んだ翌年、私はハルピンを訪ねました。
子どもの頃に母が語った思い出話のハルピンは、父と過

ごした日々のことでした。夏はスンガリー（松花江）で泳
ぎ、冬には凍った川面でのアイススケート、日脚の長い夕
暮れには住宅の敷地内のテニスコートでラケットを振った
ことなどでした。私には思い出さえも残さずに死んだ父が
恋しかったです。ハルピンに行って私が生まれた家を探し、
そこに立てば、父の吸った空気を私も吸えると思い、母が
語らなかった言葉を感じられるだろうかと思ったのです。

初めてのハルピン行では、生家をみつけることはできま
せんでした。けれどもその時に、見知らぬ私を家に招き
入れてお茶を振舞ってくれたおばあさんがいました。胸が
いっぱいになりながら、「私たちの国は、中国のみなさん
に本当に申し訳のないことをしました。お詫びします」と
言うとおばあさんは、「それはあなたのせいではないです
よ。日本の軍部がやったことです。あなたも同じ犠牲者で
すよ。あなたがここで生まれたなら、ここはあなたの故郷
です。懐かしくなったら、何度でも訪ねていらっしゃい」
と言ってくれたのです。

母からは当時の日本人の暮らしは聞いていましたが、中
国の人たちがどんな暮らしをしていたのかは聞いていませ

んでした。おばあさんの言葉に、中国の人たちの当時の生
活を知りたいと思い、またハルピンへ行きました。2 度目
のハルピン行では、たまたま訪問した老人ホームで残留日
本人に会いました。そこに日本人が居るとは知らず何の手
土産も持たずに行った私に「お土産なんかいらない。日本
語が話せるだけで嬉しい。だから、きっとまたきてくださ
い」と言われました。

それからの私は、ハルピンだけではなく幾度となく旧満
州の各地を訪ね、その地に残されてしまった日本人や残留
孤児を育てた養父母にも会い、戦争に翻弄された多くの人
たちの声を聞いてきました。朝鮮人のおばあさんが、片言
の日本語で言いました。「私 2 回の戦争あった。一つは日本、
日本負けたね。それからアメリカと朝鮮ね。戦争 2 回ね」。
朝鮮戦争では日本は米軍の前哨基地の役割を果たしていた
ことを思い、身がすくみました。「申し訳ない思いでいっ
ぱいです」と言う私に、「終わったらもういい。私かわい
そうな人です。あんた、解ったらいい。私、あんたのこと
解ります。あんた、私の娘よ」と、そのおばあさんは言い
ました。

祖国を恋いながら異国に暮らす残留邦人や、被害国の中
国や朝鮮の人たちが、戦中・戦後をどのように暮らし、何
を望んできたかも知りました。私が出会ったどのお一人も、
戦争に蹂躙されて人権を踏み躙られ、人生を弄ばされ傷つ
きながら生きてきた人たちでした。

戦争のない平和な世界を願うのは、国家を超えて人とし
ての願いなのだと、はっきりと言えます。あの戦争が終わ
り、私たちは再び戦争はしないと新しい憲法を持ちました。
その憲法の下で育った私は、かつての侵略地への旅を重ね
る中で、これらを確信してきました。

ところが 2015 年 9 月 19 日未明に閣議決定強行採決さ
れた安保法制は、平和を希求する憲法の理念を蔑ろにして、
戦争への道、軍事体制を支える社会、国内外の犠牲を内包
するものでした。そして法制定後の 6 年、この国は軍備を
増やし、他国との武力紛争へ進む社会へと変えられ、近隣
国への敵愾心が煽られる中で人々の意識はそれに慣らされ
てきています。

人は自分の生を生きるだけではなく、自分が生きた時代
をも生きるものです。それはまた、自分の生に責任を持つ
だけではなく自分の生きた時代にも責任を持つことだと思
います。初めて訪ねたハルピンで、恨まれても仕方のない
老女から私は、お茶を振る舞われ優しい言葉をかけていた
だきました。その言葉で私は少しずつ自分の存在を肯定で
きるようになりました。そして戦争によって被った辛い体
験を話してくれた多くの人たちの平和への願いを、私自身
の思いと重ねて具現化することを自分の責務と思って生き
てきました。しかし安保法制は平和への願いを打ち砕き、
私たちの願いとは真逆の道へ舵を切ろうとしているように
感じます。人生の後半になって、責任を負いきれないこの
ような現実を突きつけられ、悔しさと虚しさで胸が張り裂
けそうです。憲法に反する安保法制に、私は強く異議を唱
えます。

控訴人　　堀　尾　　輝　久　　　　

１　私の生育史・生活史のなかの戦争と平和
１）私は１９３３年小倉生まれ。私が４歳の時に日中戦争

が始まり父は出征し、６歳の時に戦病死。父は靖国に
祀られ，我が家は「誉れの家」となりました。学校で
は戦争は「東洋平和のために」と教え込まれ、街では「東
洋平和のためならば、なんで命が惜しかろう」という
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３「戦後政治の総決算」、安保法制成立のなかでの苦悩と
憤り

第１次安倍内閣のもとで教育基本法が改悪され（2006
年）た時，私は元日本教育学会会長，教育法学会会長とし
て反対してきただけに，改悪は衝撃的であり、私の教育学
研究の根拠を奪われる思いでした。しかし憲法がまだ生き
ている、と思い直してきました。

しかし、教育基本法の改正は憲法改正の道ならしであり、
2015 年には集団的自衛権を認める安保法体制が成立して
しまいました。自国が攻められなくてもアメリカと一緒に
海外で戦争することになるのです。

教育は国民馴化のための手段となり、学校から自由の雰
囲気が消えていき、再び軍国少年少女が育てられるのでは
ないかという焦燥感に駆られます。貧困と格差は経済的徴
兵の温床とされることはアメリカを見れば明らかです。

そのような事態は、平和に生きる権利、人格権としての
幸福追求の権利を制約し奪うことになってしまいます。

このような、憲法が侵される事態は、長らく教育研究に
身をおき，平和の思想史と平和教育の実践的研究に携わり，
前文・９条に誇りをもって生きてきた者として、さらに９
条の理念で「地球平和憲章」を創る仕事に取り組んでいる
者としての大きな苦痛です。また、戦前戦中戦後を生き、
軍国少年から生まれ変わり、平和主義を自分の生き方とし
て選びとってきた私の人格そのものに対する侵害ともいう
べき苦痛です。さらには未来世代の権利を護る責任をもつ
世代の一人としても、「教え子を再び戦場に送る轍」を踏
んではならない，踏ませてはならない」のです。現在はそ
の危機にあること、これは耐えられない苦痛なのです。

４　安保法制下の現実
果たして、安保法制制定から６年、この法制が孕んでい

た危険は次々とあらわになっています。同盟国アメリカは
イランに武力介入、北朝鮮との対立、台湾と中国との対立
への容喙など、国際社会のあちこちで緊張が高まっていま
す。日本政府は９条があるにも拘わらず、集団的自衛権を
認め，軍事同盟としての日米安保条約を強化し、進んで，
敵基地攻撃の可能性さえ探しているのです。

この間、日本も、護衛艦いずもの空母化や F ３５B など
ステルス戦闘機の購入など攻撃的な軍備を増強し、出撃基
地としての沖縄基地を強化 ( 辺野古，石垣、高江、馬毛島他 )
していきました。いつでもアメリカと共に戦争に巻き込ま
れる緊張は現実に高まっています。在日米軍基地や原発が
他国からの攻撃目標やテロのターゲットとなる危険を高め
ました。コロナ禍下にもはばかることのない防衛予算の増
大は目を覆いたくなります。

このように安保法制下の現実は、この国を戦争と隣り合
わせの状態に置いたのであり、私は忘れていた暗い思い出
が体から引きずり出されるような不安と怒りの中に置かれ
ていることを感じます。

国は，自ら集団的自衛権発動の条件の根拠としてあげた
「存立危機事態」、「我が国の存立が脅かされ」「国民の生命、
自由及び幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険が
ある」事態を、自ら作りだしているのです。その不安を訴
えると「存立危機事態」はまだ実現してはいないとして，「不
安の根拠なし」として，訴えを退けているのです。

５　平和への新たな動きのなかで　

しかし，この間、国際的には平和への動きが見られます。
国連総会は「平和への権利宣言」を採択（2016.12）、続

歌が流れていました。私は当然のように軍国少年になっ
ていきました。

ところが、中学１年の夏、敗戦を迎えると、昨日まで
使っていた教科書の墨塗りを体験しました。それまでの
価値観を否定される出来事でした。全く違う価値観の『あ
たらしい憲法のはなし』が教科書になりました。昨日ま
でと１８０度変わってしまった教師や大人の態度に、何
が真実なのか、何が正義なのかと、子ども心にも葛藤し
ました。

２）　戦争と平和の問題は，なぜ自分は軍国少年であった
かの問いとして，学生の時からの関心事でした。懐疑派
の青年は、東京大学で政治思想（丸山ゼミ）や法哲学（尾
高ゼミ）を学び、そのなかで「平和思想」を知りました。
カントの永久平和の理想は憲法９条に実現｛実定化｝し
ていると知り、ニヒルな青年の魂が揺さぶられたことを
思い出します。

大学院では教育哲学・教育史を専攻し、まず軍国少年
になった自分の生育史を日本の軍国主義化の歴史のなか
で捉える修論を書き、さらに平和と民主主義の問題を、
人間の教育と生き方のなかで深めたいと研究を続け人格
形成を軸とする人間教育にとって，平和は条件であり，
目的であると考え，平和主義を教育思想の中軸に据え，
さらには自分の生き方として捉えるようになっていった
のです。

２　「平和に生きる権利」への確信
この間、内外の平和思想史を学び、憲法 , 教育基本法 ,

国連憲章、UNESCO 憲章に基づく平和教育学を通して、多
くの人たちに「平和と教育」を生活の中に根付かせるため
の仕事を続けてきました。大學教師としては「平和と教育」
のゼミを続けてきました（大學のあとは民主教育研究所の
代表を務めました。また . 総合人間学会会長の時「戦争と
平和と教育」研究会をたちあげました。）

戦争下の教育で心を歪められた自らの体験、そしてその
後の学びをとおして、平和への私の思いは、揺らぐことの
ないものとなりました。後に「教科書検定問題」や「日の
丸君が代問題」が裁判になったときにも、怯むことのない
気持ちで法廷での専門家証人として法廷にも立ちました。

更に、日本国憲法９条の制定過程を研究し、9 条が占領
軍の押し付けではなく幣原首相の確信からくる発意であっ
た事を確かめ，｛堀尾「憲法９条と幣原喜重郎」『世界』
2016.5、DVD『しではら』監修 2021｝改めて憲法の平
和主義への確信も深まり、憲法９条の精神を守るだけでは
なく世界に拡げることをこそ憲法は求めていると考え，同
じ思いの先輩方を引き継いで，国際憲法学会や９条世界会
議、パリでの国際平和教育会議にも参加してきました。「平
和への権利」が国連総会で決議された（2016）事は私た
ちの励ましでした 。今私は「９条の精神で地球平和憲章
を！」の国際的な運動をすすめるため，呼びかけ人 140 名、
内外の賛同者 1300 名（外国人 8 ０名）を超える方々と、
世話人（代表）として取り組んでいます。『地球平和憲章
日本発モデル案』ブックレット（花伝社 2021）の出版も
しました。「９条は世界の宝」という声も拡がっています。
昨年は韓国とコスタリカの賛同者と交流しました。この１
月 30 日にはシカゴから，２月１２日にはイタリア，セネ
ガルトの友人と「地球平和憲章」について、zoom での平
和交流・研究会を予定しています。私の研究・教育活動の
軸には平和への希求と９条の理念があり続けているのだと
改めて思います。
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いて核兵器禁止条約が成立（2017.7.7）し発効（2021.1．
22）しました。

核兵器を人道に反するものとし、核抑止論の非論理性・
非現実性を指摘し、使用も製造も威嚇も禁止する条文が、
国際条約として確定した歴史的人類史的意義は大きいので
す。核兵器保有国は国際法違反国となり、保有国はその国
際法を認めていない少数派ということになるのです。　

3 月に予定されている締約国会議の課題について、アレ
クサンダー・クレメント議長は新年のメッセージでこう述
べています。（2022.1.1『赤旗』）「会議で大事なテーマと
なるのは実際に核が使用された際に起こり得る影響やリス
クです。——これは核の保有国が描く軍事的な意義や戦略
をはじめ、『核抑止力』を正当化する『核の傘』の描く戦
略では到底図り得ない甚大なものになります。」この発想
こそが現実的であり、重要なのです。( これは安保法制違
憲訴訟の原告の発想と主張に重なるものです。)「核抑止力」
論にたって , 敵基地攻撃を合理化しつつ , 攻撃を「必要最
少限」に留めて戦争を抑止するということは論理的にも、
現実的にも不可能なことなのです。

この間のコロナ・パンデミックのなかで「世界のコロナ
対策をこそ . いまは軍拡の時ではない。」とグテーレス国
連事務総長は繰り返し警告しています。

また、日本の国会が安保法制で激論しているその時、国
連ではすべての参加国の賛同で SDGs が承認（2015. ９）
されていました。 

誰もが合意している SDGs の実現にとって、貧困と較差、
軍拡競争と軍  事的緊張は障害物であることも明白です。
SDGs に取り組む子どもたちにも分かる（子どもだから容
易に分かる）ことです。「平和であり暴力のないことが、
持続可能な社会のための必要条件」（蟹江憲史『SDGs』中
公新書 2020、115p.）なのです。　

６　日本の安全保障の将来　

戦争を抑止するために核抑止力に頼って軍拡をすすめ、
緊張を高めるのか、緊張を弱めるために、交渉の道を選び、
協力・協調して軍縮を進めるのか、さらに軍事同盟を解消
するのか。私たちの不安や精神的苦痛から解放される道は
後者以外にないのです。そしてそれは日本の将来、その安
全保障のための選択だと私は考えています。

そのためには、まず集団的自衛権を認めた安保法制を違
憲とし、その前の状態に戻すべきです。

更に非同盟・中立諸国（ASEAN）との友好条約、北東ア
ジア非核・友好条約を進め、日米安保条約を軍事同盟では
なく、平和友好条約へ；国連憲章、核兵器禁止条約、国連
平和への権利宣言、憲法前文・９条、地球平和憲章等 . 現
にある、平和を志向する民間交流と国際条約 , 外交を軸と
する対話と協力・協調の国際関係づくりこそ、日本の , そ
して世界の安全保障の道、だと確信しています。

７　私憤と公憤

私は研究者として私情・私憤は抑えるように自ら訓練し
てきました。しかし、公憤は私憤であり私の苦しみでもあ
るのです。

地裁で「私の憤りは、単なる私憤ではなくて公憤である」
と陳述しました。

私だけが安保法制に苦しみ憤っているのではなく、誰も
が皆苦しみ憤っているのだ、私は原告として、その代表と
なっているだけだという気持の表現でした。

しかし、今、それが「私自身」の苦しみであり憤りであ

ることを強く感じています。私の８９年の人生を振り返る
時、戦中の「誉の家」の軍国少年は人間としての核心を戦
争国家によって翻弄され傷つけられたのです。戦後、自分
を取り戻せたのは「平和」という灯台があり，学習があっ
たからです。以後、憲法前文・９条に誇りを持ち、自分の
経験を研究者・教育者として伝えつつ、他方で人間のあ
り方を変えてしまう国の体制を厳しく注視し続けてきまし
た。これが私の人間としての使命だといつからか確信して
いたのです。

再び戦争のできる国になることは、国の経済も防衛政策
も変え、教育制度や社会の空気さえも変えていきます。安
保法制は，私が生涯をかけてきた平和の文化と教育を侵食
し、国のかたちを変えてしまいました。私の使命感は大き
く揺られる思いです。‘ 地球平和憲章を創るなど ’ とあざ笑
う声が聞こえるようです。これは私の精神的苦痛を増幅さ
せるものです。この痛みは私の痛みであり、私の憤りなの
です。同時にその表現は私の人格と活動を通しての表現で
あり、その想いを仲間と共有していると確信するゆえの公
憤でもあるのです。公憤は私憤とは違うという議論は私の
精神的苦痛（私憤）をさらに増幅させるものです。

敢て付言すれば私は安保法制の違憲性は明白だと考えて
います。（元内閣法制局長官宮崎氏証言参照）

これまでの判決がいずれも憲法判断を回避しているの
は、判断すれば違憲である事が自明であるが故に「本件は
原告個人の利益侵害考慮の視点から特別のものとは認めら
れない」とする「論証枠」を設定し、憲法判断を敢て避け
ているのだと思わざるを得ません。

私は安保法制後の国内・国際的現実が、私の人格の核に
なっている平和への確信にたいする堪え難い屈辱である事
を強調しました。しかし「それは個人の権利侵害の視点か
ら特別なものとは認められない」と判断されるかもしれま
せん。であれば、そのことは、それほどに安保法制は、多
くの人に、苦痛と不安を与えていることを認めることであ
り，私の私憤は単なる私憤ではなく皆のもの、つまり公憤
でることを認めることでもあるのです。裁判官もこ

の私憤と公憤の関係を是非深めて頂きたいと祈念してい
ます。　

もう一点付言します。
私の憤りは絶望から来るものではありません . 絶望はし

ていません。
国際的に観ても，戦争への動きに抗して，昨年、核兵器

禁止条約が成立，発効しました。その運動は更に拡がって
います。長年に亘る被爆者の運動と ican などの国際的運
動の結実です。小倉育ちの私は，ナガサキの被爆者に特別
の思いを重ねて、条約の成立をうれしく思います。条約に
反対する国は今や国際条約（国際法）に反対する少数者な
のです。その先には戦争そのものを違法とする思想と運動
があるのです。地球平和憲章を創る運動もその１つです。
昨年「地球平和憲章日本発モデル案｝とその解説ブックレッ
ト（花伝社）を出版しました。私は希望を捨てず，「地球
憲章の歌」の作詞・作曲もしました .（資料）

国内的には，安保法制違憲訴訟を支える支援の国民的広
がりがあります。

そして，条理に則り，平和への願いに叶う、司法の判断
への期待があるからです。
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　私たちの　ねがい　〔この地球はみんなのもの〕

＜地球平和憲章の歌＞

 作詞 .作曲	 堀尾輝久
編曲	 真形郊子　

この大宇宙の星くずのひとつ
だが　この地球は　うつくしい
なのになぜ　争いはやまず　戦いは終わらないのか

人類の夢は　戦争をなくすこと
武器もない　暴力もない　平和に生きる権利こそ
私たちの　ねがい

平和に生きるよろこび　自由に生きるたのしさ
世界は広く　その笑顔　
みんな違って　みんないい
あなたが　そこにいるだけで
世界は　ずっと　すてきだよ

地球は青く　輝いて　水と緑と　いのちのいずみ
この大地に立ちて　海と空をのぞむ
この地球を　みんなの故郷と呼ぼう
この地球を　みんなの故郷にしよう！                     

控訴人ら代理人弁護士　　杉　浦　　ひ　と　み

第１章 ①控訴人らの被害の実態について証拠を示しながら
陳述いたします。

１ ②安保法制が施行されて約６年が経過し、国の軍事に関
する様子は変わりました

③護衛艦が空母に改造され、

④空母の飛行甲板（ひこうかんぱん）では F35B ステルス
戦闘機の発着訓練が行われています。

専守防衛を踏み越えた軍備が進んでいます。

⑤東シナ海・南シナ海での日米の共同訓練が繰り返され、
潜水艦は水温も海流も実践を想定して、まさに「現場」
で行われています。

⑥米軍の艦船を防護するための護衛艦の随行など、武器等
防護活動も２０２０年までに５７回を数えました。映像
の中央は自衛隊の燃料補給艦です。左が米艦です。

⑦台湾統一に中国が動くという台湾有事は、台湾を支援す
るアメリカと中国との衝突となり、日本は集団的自衛権
によりアメリカと共にこの争いに巻き込まれる危険性が
高まっています。

⑧米中の緊張関係から、九州南端から沖縄を経て台湾にい
たる海域に連なる南西諸島には、いくつも自衛隊基地が
置かれ、このラインはアメリカからは中国包囲の防波堤、

「第一次列島線」とされています。
沖縄を再び戦火の中の捨て石にする危険の切迫に、多

くの控訴人が身を裂かれるような不安と恐怖を抱いてい
ます。

⑨軍事費も２０１４年以降、大きく上昇しています。
これらの事態は、既に解釈改憲の閣議決定や安保法制

の強行制定の中に包含されていた危険でした。

 ２　控訴人らはどんな被害を受けているのでしょうか。

⑩このような安保法制の持つ危険性について、被害を訴えて
いる控訴人とは、どのような人生経験を経てきたのか、ど
のような場所で暮らす人たちなのか、どのような仕事を
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し、どのような立場にあるのか。恐怖の中に置かれて被
害を受けている控訴人らを、改めて知っていただきたい。

【戦争被害者である控訴人】

⑪戦争体験のある控訴人は戦争によって起こる地獄を知っ
ています。こんな体験をしているのです。

⑫空襲は大量の焼夷弾がおとされ、木造家屋は燃え上がり
ました。

⑬東京も焼け野原が広がりました。
⑭炭化した死体、マネキンのように膨れ上がった死体など、
⑮多くの死体がそこ、かしこにありました。
⑯１９４５年８月６日広島に落とされた原爆です。
⑰一瞬で堅固な建物も破壊され、
⑱⑲⑳その下では大勢の人が悲惨な被害を受け、被曝しま

した。
㉑大勢が一瞬にして亡くなりました。
㉒８月９日　長崎にも原爆は落とされ、
㉓㉔㉕ここでも地獄絵図が広がりました。
㉖背中を焼かれた少年は、
㉗「赤い背中の少年」と呼ばれた谷口稜曄（すみてる）さ

んですが、つい先日亡くなられるまで、身を挺して原爆
の悲惨さを訴えられていました。

㉘炭化した死体、
㉙骨になった死体、
㉚そんな死体の散乱する焼け野原を歩く人たちは、感覚を

失っていました
㉛８月の被害は遺体を腐乱させ、真っ白に見えるほどのウ

ジがたかります。
㉜ホームでなくなった母子は、一瞬前までの親子の情愛を

想像させます。
㉝死んだきょうだいを背負って、焼き場の順番を直立不動

で待つ少年の写真です。
子どもにこのような経験をさせたのも戦争です。

㉞満州など外地からの引揚者も辛苦をなめました。国の関
係者はいち早く逃げ、民間人だけが取り残されました。

戦争を体験した控訴人らは、ここに示した映像と全く
同じものを見聞した確証はありません。しかしながら、
少なくとも同時期に日本に起きた戦争の実態です。体験
のない現在の私たちが控訴人らの被害を知るためには、
有益な手がかりとなる映像であると思料します。

㉟戦場から帰還した兵士が負った傷は、体の障害だけでは
なく、殺し殺される戦場、戦死者の６割以上が餓死だと
いわれる悲惨な状況を体験し、帰国後、長く本人が PTSD
に苦しみ続けましたが、家族もまた暴力や酒乱、廃人の
ように変わり果てた父や夫に翻弄され苦しんだ事実が明
らかにされ、その真実が放送されるようになりました。

【米軍基地周辺に暮らす控訴人】

㊱アメリカ軍基地周辺に暮らす控訴人らは、これまでも世
界で戦争を起こすアメリカの基地であることから、攻撃
を受けたり、テロのターゲットになることを恐れてきま
したが、安保法制により日本はアメリカと一緒に軍事行
動をすることことが増えたました。その変化は量的な変
化ではなく、戦争しない国がアメリカと一緒に戦争す
る国になったという質的変化です。軒だけ貸していた日
本が、アメリカと一緒になって戦争にも出かけるように
なったその変化は、諸外国にどのように映るのかは大き
な恐怖です。

㊲基地の軍港には、ロナルドレーガンなど、原子力空母が
停泊しますが、

㊳事故がおこれば放射能被害は東京にも及ぶほどで、基地
周辺の被害は甚大です。

㊴それが杞憂でないことは、現に放射能漏事故への訓練が
何度も行われていることから明らかです。

【公共交通機関に従事する控訴人】

㊵公共交通機関に従事する控訴人らは、武器等、軍事品の
運搬をさせられていることの恐怖を訴えます。

㊶㊷鉄道では戦車などが運ばれています。時間に正確な運
行をする鉄道などは、格好のテロのターゲットです。

㊸㊹民間のフェリーも、南西諸島での訓練に大量の武器や
自衛官らを運送しており、自衛隊に組み込まれています。

㊺船乗りの控訴人は、大戦中の死亡率は民間船が海軍の３
倍ほどにも上った悲劇は再び繰り返したくないと訴えま
す。

１９８０年代のイラン・イラク戦争のころ、ペルシャ
湾を通る全船が攻撃対象になっていたが、日本は日の丸
を大きく甲板に描き、無事に日本に石油を運んだという
控訴人は、日本船を守ったのは戦争をしない国日本の平
和ブランドであり、外交だった、安保法制がこの保障を
奪い去ったと、危機感を募らせます。

【原発事故を危惧する控訴人】

㊻原発に技師として関わった控訴人、東日本大震災で子ど
もを被爆させてしまった控訴人は、安保法制が原発事故
を引き起こす危険を高めたことに恐怖を感じています。

㊼原発技師の控訴人は、原発の脆弱性とその危険性を誰よ
りも熟知しており、戦争などの攻撃やテロの危険を訴え
ます。

㊽東日本大震災は、冷却電源の喪失により容易に原発事故
が起き放射能が拡散されることを証明しました。放射能
は永く、広く拡散されます。

㊾原発は、日本を取り囲むように約５０基の海岸線に並び、
㊿福島第一原発級の被害が起これば日本は住めなくなりま

す。
子どもが被爆したときに、どのようなことが起こるか、

親の苦悩は計り知れません。

【ジャーナリスの控訴人】

51 ジャーナリストは、市民の知る権利のため、報道する
ことを目指して取材をします。問題の起こっている場所
ほど、たとえそこが危険であっても取材を必要とするの
です。ジャーナリストを守るのは、日本が世界から信頼
されることです。安保法制は、日本の安全装置を取り去
り、ジャーナリストの命と市民の知る権利を奪うことに
なるのです。

【子どもたちを守りたい控訴人】

52 子どもたちを守りたいと訴える控訴人らは、自分のこと
も他国の子も同様に守りたい、戦場に行かせたくない、殺
し殺し合う関係にはしたくないと訴えます。自分の命にか
えて子を守ろうとする親の姿を物語る記述があります。

【東京大空襲の後、学徒兵として死体処理に駆り出された
当時１９歳の須田卓雄氏が「東京大空襲・戦災誌」（東
京空襲を記録する会編。１１頁）に「花があったら」と
いう体験談を寄せています。彼は、一遺体ごとに手を合
わせるものの、無数とも思われる程の遺体に慣れて無感
覚になり、惨さにもさして驚くことすらなくなっていた
が、忘れがたい一体の遺体に出会いました。その遺体の
み、地面に顔をつけてうずくまっていた。焼けた着衣か
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ら女性と見分けられたが、１０本の指には血と泥がこび
りつき、爪は一つもなかった。その人はうずくまった身
体の下に赤子を抱えており、さらにその下にはかなりの
大きさの穴が掘られていた。固い地面に指で穴を掘り、
赤子を穴の中にすっぽりと入れて、自分はその上に覆い
被さって火を防ぎ、わが子を守ろうとしたのである。「赤
ちゃんの着物はすこしも焼けていなかった。小さなかわ
いいきれいな両手が母の乳房の一つをつかんでいた。だ
が、煙のためかその赤ちゃんもすでに息をしていなかっ
た。」】

【軍国少年だった控訴人】

「敗戦によって私は死んだ」と法廷陳述での第一声を発
した控訴人の言葉は鬼気迫るものがありました。どれほど
戦時下での教育が若者を染めていたのかがわかります。こ
のような体験を持つ控訴人らは、皆９０歳前後で、人生
の晩年に再び国に裏切られる無念とともに、自分たちと同
じ存在を作ることへの耐えられない焦燥感を感じていま　
す。控訴人らの人生そのものを愚弄するものです。

【若者である控訴人】

53『日本の若者は血を流せ』そう言ってはばからない政
治家の下、安保法制の実施により戦争のできる国に変え
られたことで、若者に平和の保障はなくなりました。

54 その若者も、安保法制が違憲であること、戦争する国
になることに対して反対の声を上げた。

55 多くの国民が、この法制の孕む危険性に耐えられない
ものを感じ、連日国会前には多くの人が集まりました。
全国でも反対の行動が起こりました。

【教員、 元教員の控訴人】

控訴人らの中に大勢いる教員、元教員という控訴人らは
異口同音に「子どもたちを戦場に送るな！」と訴えます。
周りの大人たち信じて戦争に行き、戦場での苦しみを与え
た子どもたちを、二度と作ってはいけないという深い慚愧
の念が伝わってきます。

【法曹 ・ 元法曹～元裁判官、 元検察官である控訴人】

56 国会に参考人として呼ばれた研究者もまた、全員が違
憲だと判断しました。

57 法曹、とくに、元裁判官、元検察官、元最高裁の裁判
官までがこの法制が違憲であることに声を上げました。
控訴人となった元裁判官らは、政治の仕組み、司法の仕
組みも容易に想像でき、この裁判が何年かかるものかも
予測ができています。平穏に老後を過

 ごすこともできる中、あえて覚悟の裁判に取り組まざ
るを得なかったのは、戦争をしない国 日本の平和とそ
の国際的な信用が、安保法制によって確実に失われて行
くことを知っているからです。これまで法曹として守ろ
うとしてきた憲法の核心を次の世代の裁判官になん と
か守ってほしいという、心底からの訴えなのです。

平和的生存権の侵害　

控訴人ら代理人弁護士　　北　澤　貞　男　　　

代理人の北澤からは、控訴人らのこうむった被害のうち、
平和的生存権の侵害について意見を述べます。

新安保法制法の本質は、「専守防衛」とは異質の戦争に
参加するための「戦争法」であり、立憲民主政の平和主義
国家を壊し、積極的に戦争をする国家に変質させるもので

す。控訴人らに戦争やテロの恐怖・不安を抱かせ、何より
も「平和のうちに生存する権利」を侵害しています。

１　平和的生存権の権利性
平和で、戦争やテロの不安もなく、平穏に日常生活を

送れることは、万人の本能的な願いといえます。
憲法前文２段には、「われらは、全世界の国民が、恐

怖と欠乏から免れ、平和のうちに生存する権利を有す
ることを確認する」と規定されています。「平和のうち
に生存する権利」の英文は、「the right to live in peace, 
free from fear and want.」で、「権利」（the right）と明
確に表現されています。そして、「fear」の意味は、「恐怖」
にとどまらず「不安」や「心配」も含まれます。 

核時代といわれる現代において、「恐怖や不安と欠乏
から免れ、平和のうちに生存する権利」は自然権の本
質を持った基本的人権の一つであり、憲法前文、９条、
１３条をはじめ、１８条、１９条、２５条と複合して保
障されている人権と解することができます。「恐怖や不
安から免れる権利」、つまり自由権と「欠乏から免れる
権利」、すなわち社会権とから構成されているものと理
解されます。

本件で、控訴人らが主張する平和的生存権は、自由権
が中核で、新安保法制法の立法・施行によって平和国家
の法体制が壊されたことから、戦争をする国家に変質し、
他国の戦争に巻き込まれたりテロ攻撃の対象になったり
する危険な状況が生まれ、その恐怖や不安から平穏に生
活することができなくなったと感じているのです。

戦争や武力の行使は、ことが起こってからでは手遅れ
であり、それが起らないうちに予防することが肝要です。
平和的生存権は、戦争等が起きる前の時点で、その　徴
候ないし危険が感じられた段階で機能するものでなけれ
ばなりません。政府の戦　争準備段階の行為を牽制する
ために、法的手段に訴えることが認められなければなら
ないと考えます。平和的生存権は、物権的請求権よりも
強く、権利の通有性から妨害予防請求と妨害排除請求・
損害賠償請求ができるものと解されます。

２　原判決は、憲法前文２段にいう「平和のうちに生存す
る権利」について、憲法前文は「憲法の基本的精神及
び理念を表明したものであって、そこで表明されたも
のが本文を解釈する指針となり得ることがあるとして
も、それ自体が具体的権利の賦与やその保障を定めた
ものとは解し難い」と判示しています。
しかし、憲法制定に至る歴史的経過と、「平和のうち

に生存する権利を有することを確認する」という文言と
その重みから、単に憲法の基本精神や理念を掲げただけ
のものとは考えられません。前文は、国家の基本構造や
基本理念とその実現を誓約したものと理解するのが相当
です。

また、原判決は、平和とは、理念ないし目的としての
抽象的概念であり、これを達成ないし確保する手段や方
法も多岐多様にわたり、特定することができないとも判
示しますが、国際法にも国内法にも「平和」は特に定義
されることなく多用されており、自明のものとして扱わ
れています。「平和」は抽象的で目には見えませんが、
万人の心の中にイメージはあると思います。「平和」とは、
戦争が現実に行われていたり、戦争が起こりそうな不安
がなく、安心して穏やかに生活できる状態といえば足り
るように考えます。

３　平和的生存権をめぐる裁判例は、その具体的権利性を
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認めた有力な下級審の裁判例は複数ありますが、本件
関連事件の下級審の裁判例はいずれも原判決と同趣旨
で否定説です。しかし、控訴人らを含む国民・市民の
間には平和主義国家の人権として確立しているものと
確信しています。
アジア・太平洋戦争の反省の上に平和主義国家として

復興した日本において、憲法に明記された平和的生存権
が人権として十分に機能していないことを、先進諸国の
法律家が知ったら、どう思うでしようか。日本の裁判官
の人権感覚のあり方に大きな疑問を感じるのではないで
しょうか。

しかも、新安保法制法が国会で強行採決され、その違
憲性・違法性を争う訴訟が何件も提起されたのに対し、
裁判所が門前払いにひとしい判決を続けて出しているこ
とをどう評価するでしょうか。日本が平和主義国家の理
念を捨ててしまったと評価するのではないでしょうか。

４　平和的生存権の具体的権利性については、その裁判規
範性を肯認した代表的裁判例である自衛隊イラク派遣
差止等請求控訴事件の名古屋高裁平成２０年４月１７
日判決において、「具体的権利性が肯定される場合」と
して「例えば、憲法９条に違反する国の行為、すなわ
ち戦争の遂行、武力の行使等や、戦争の準備行為等に
よって、個人の生命、自由が侵害され又は侵害の危険
にさらされ、あるいは、現実的な戦争等による被害や
恐怖にさらされるような場合」などと判示されている
部分が参考になります。
これを基本に考えますと、日米両政府間で「新ガイド

ライン」を合意するとともに新安保法制法を制定し、自
衛隊が何時でも何処でも米軍等に加担して戦争ないし武
力行使ができる態勢を整えたのですから、戦争を想定し
た準備行為をするに至ったと認められます。そして、新
安保法制の施行状況と自衛隊の組織編成や装備の強化、
米軍等との連携強化、「敵基地攻撃能力」の保有まで現
実的に検討される情況になり、控訴人らは、「戦争をし
ない国家」から積極的に「戦争をする国家」への変質ぶ
りに、強い恐怖ないし不安を覚え、国の将来に危機的な
不安を抱いています。そうしますと、新安保法制法の立
法・施行によって、控訴人らの平和的生存権が侵

害され、国賠法に基づいて損害賠償を請求できる場合
に該当するといえます。

５　控訴人らの平和的生存権侵害の実態
控訴人らは多様であり、人生経験も、生活環境、社会

的地位も、感受性も異なっていますが、いずれも平和な
国家で平穏に生きられることを何よりの利益と考えてい
ます。平和的生存権が憲法によって保障されている確か
な権利であると信じ、再び戦争の恐怖にさらされること
はないものと安心していました。

ところが、新安保法制法の制定という事態となり、控
訴人らは、驚愕し、平和国家の危機と直感しました。言
葉では表現し切れないようなショックであり、戦争に向
かう恐怖と不安にさらされ、平和国家日本が消滅したよ
うな気持になっています。

最終準備書面では、空襲被害者、基地周辺の居住者、
宗教者及び原子力発電関係者の４名だけの平和的生存権
の侵害の実態を取りあげましたが、それぞれ深刻な被害
であり、国賠法上の保護に値する被害内容であると認め
られます。

６　平和的生存権の現代的意義
現代は核兵器の時代であり、その「抑止力」というより、

恐怖によって、大きな戦争が抑えられています。
２０１６年１２月１９日の国連総会で、「平和への権

利宣言」が採択され、２０２１年１月２２日から「核兵
器禁止条約」が発効するに至りました。これらは密接に

関係しており、人間の安全保障を確立するための人道
的な努力であり、人間の英知の営みにほかならないと思
います。

日本国憲法において平和的生存権を規定したことは、
国際的課題を先駆的に実行したものと評価することがで
きます。したがって、平和的生存権を人権・法的権利と
して定着させ、平和な国家を運営することが国政に関わ
る公務員の責務であるとともに、国民・市民の責任でも
あるというべきです。

７　以上のとおり、平和的生存権は憲法上保障された具体
的な権利であり、新安保法制法の制定によって控訴人
らの平和的生存権が侵害されていることは明らかです。
仮に、平和的生存権の権利性を肯認することが困難で

あるとしても、法律上保護された利益であり、国賠法上
保護されるに値する利益であることは否定できないもの
と考えます。

なお、憲法９条の戦争放棄と平和的生存権は、日本と
いう国とそこで生活する国民・市民を「平和」という「砦」
を築いて防衛する法的システムといえます。新安保法制
法の強行はこの「砦」を壊してしまったのですから、控
訴人ら国民・市民に及ぼす被害は甚大といわなければな
りません。　　　　

控訴人ら訴訟代理人　　 橋　本　佳　子                      
 代理人の橋本です。私からは、控訴人らの憲法改正・決

定権の侵害に関して述べます。憲法の平和主義の基本原理
に違反する集団的自衛権の行使容認をするには憲法改正手
続が必要だったにもかかわらず、国は、これを潜脱して新
安保法制法を制定しました。控訴人らは憲法９６条で保障
されている憲法改正手続に参加し、国民投票の機会も与え
られないまま、憲法９条を実質的に改変されてしまい、自
らの憲法改正・決定権を侵害されたことを訴えています。

１　主権者としての国民の憲法制定権と憲法改正 ・ 決定権

国民には主権者として国のあり方を最終的に決定する憲
法制定権があります。そのうえで、国民は憲法を変えるか
否かを決める憲法改正・決定権を有しています。　憲法改
正・決定権の内容は、単に国会が発議した憲法改正を最終
的に国民投票によって承認することに止まらず、憲法改正
の可否について広報、マスコミ等により十分な情報が開示
され、十分な議論がなされなければなりません。憲法９６
条及び憲法改正手続法の定める国民投票は国民にこのよう
な内容の憲法改正手続を保障しているのです。

２　国のあり方を変える集団的自衛権の行使を認めるに

は憲法改正が必要

集団的自衛権行使を容認することは憲法９条に明らかに
反します。これを強行するなら憲法改正が必要です。具体
的には３つの理由から、国は憲法改正手続を行わなければ
なりませんでした。

第１に、集団的自衛権行使を容認し、海外で自衛隊の武
力行使を可能にする新安保法制法は、憲法前文・９条を持
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つ日本の徹底した平和主義の国のあり方を根底から変える
ものです。憲法の基本原理を大きく変えてしまうものです
から、憲法改正が必要なことは当たり前です。まして、こ
の平和主義の基本原理は過去の悲惨な戦争の歴史を経て導
入されたものです。自衛隊が創設された直後、参議院では

「自衛隊の海外出動を為さざることに関する決議」が採択
され、その後も国会で自衛隊が海外で戦うことは憲法上許
されないと確認されてきました。従って、海外で自衛隊の
武力行使を可能にするためには、本来、憲法改正手続が必
要でした。　

第２に、集団的自衛権行使については、自衛隊発足以来、
長年にわたり国会で歴代総理大臣、内閣法制局長官らが「集
団的自衛権の行使は憲法上認められない」「集団的自衛権
の行使を容認するというのであれば、憲法９条の改正が必
要である」と繰り返し確認してきたという事実です。

国会で政府によって繰り返し確認された憲法解釈は確立
した憲法規範となっているのです。この点、山口繁元最高
裁長官は、新安保法制法案が審議されている当時、新聞の
インタビューで「わが国は集団的自衛権を有しているが行
使はせず、専守防衛に徹する。これが憲法９条の解釈です。」

「９条の骨肉と化している解釈を変えて、集団的自衛権を
行使したいのなら、９条を改正するのが筋」と話していま
す。今回、長谷部教授も意見書において、「憲法の有権解
釈は憲法典そのものと同様、一体として憲法の内容を構成
する」「憲法９条に関して、内閣法制局を中心として政府
が示してきた有権解釈は、その意味で憲法の内容を構成し
ている。」と述べています。

従って、政府、国会があくまで集団的自衛権行使を容認
しようとするのであれば憲法９条の改正が必要であったこ
とは否定できません。

第３に、新安保法制法案に対する空前の反対運動で法案
の違憲性が社会的問題として顕在化していたという事実で
あります。多くの国民が国会前を中心に、全国で、新安保
法制法は違憲と声を上げ、空前の反対運動を展開していま
した。とりわけ、元最高裁判所長官・同判事、多数の元裁
判官、憲法学者、元内閣法制局長、弁護士会も違憲を訴え、
反対しました。衆議院憲法審査会で３名の参考人の憲法学
者全員が「違憲」表明するという異常な事態でした。注目
すべきは９８％といわれる圧倒的多数の憲法学者が「違憲」
と表明して反対し、集会等にも参加するなど、前代未聞の
動きがありました。それは反対運動を繰り広げる国民の中
に新安保法制法の違憲性について更なる確信を与えるもの
となり、新安保法制法の違憲性は社会的に顕在化していた
のです。

３　新安保法制法の強行制定による憲法の実質的な変更

しかし、政府及び国会は、憲法改正手続を行わず、主権
者である国民の審判を仰がずに憲法改正手続を潜脱して新
安保法制法の制定を強行したのです。これまで認められな
かった集団的自衛権の行使を認めることになり、明白な立
憲主義違反を犯し、憲法９条の規範内容を実質的に改変し
てしまったのです。憲法学者からも「解釈によるクーデ
ター」と評されています。

長谷部教授は意見書で「政府が長年にわたり、繰り返し、
憲法９条の改正なくしては認められないと強調してきた集
団的自衛権の行使を認めることとした政府の行為は、実質
的に考えるならば憲法の改正に匹敵する行為である」「政
府が長年にわたり、繰り返し、条文を変えることなしには
許されないとしてきた集団的自衛権の行使を、条文自体を

変えることなく、十分な理由の裏付けもなしに認めること
とすることは、それ自体、憲法改正手続を潛脱する重大な
違憲行為である。」と述べています。

ちなみに、２０１９年に幕張メッセで、世界武器見本市
が日本政府の強力な後押しで行われました。その主催者の
挨拶文に「近年の日本国憲法一部改正に伴い、軍備拡大、
自衛隊の海外派遣、日本の防衛産業のより積極的な海外展
開が可能となった」と記載されていました。国は憲法の明
文を変えていないと言いますが、憲法を実質的に改変した
ことは明らかです。

４　原判決の憲法９６条解釈の根本的誤り

原判決は、「９６条に憲法改正の発議を国会が行い」と
されていることから、「憲法改正の発議の有無につき、国
民に対し、何らかの権利又は法的利益を保障する趣旨とは
解し難い」として控訴人らの憲法改正・決定権の侵害を否
定しました。原判決は、発議さえしなければ国民の声を聞
く必要がないと言うのです。

原判決が、９６条の「国会が、これを発議し」という文
言を形式的に取り上げ、国民には何らの関係もないとして
蚊帳の外に置くというのですから、国民の憲法改正・決定
権の否定であり、国民主権の否定であって、明らかな誤り
です。原判決につき、長谷部教授は意見書で、「憲法９６
条１項の規定のうち、国民による投票の手続を規定する部
分を一顧だにせず、もっぱら国会による発議の部分にのみ
着目して、同項が個々の国民に対し、何らかの権利又は法
的利益を保障する趣旨とは解し難いとする東京地裁判決の
論理は、にわかには了解が困難」と批判しています。

憲法前文では「そもそも国政は、国民の厳粛な信託によ
るものであって、その権威は国民に由来し」とされ、代表
民主制のもとにおいて、憲法改正の発議を国会が行うとい
う意味は、国政の最も重大な発議という手続を国民が国会
に付託しているということにほかなりません。この点、飯
島教授は意見書で「ここでいう発議だが、国会の完全な自
由裁量ではない。国のあり方を決めるのは国民（人民）と
いう「国民主権」からすれば、国のあり方や「憲法」の実
質的意義を変える場合、「閣議決定」や「法律」で済ませ
ることはできない」と述べています。

５　憲法改正 ・ 決定権侵害による控訴人らの精神的苦痛

控訴人らは、「戦争が憲法で許されない国」から「自国
が攻撃されていなくても世界中で自衛隊が米軍とともに武
力を行使する国」に変えられ、まさに国のかたちが変えら
れたにもかかわらず、国民として最も大事な憲法改正手続
に参加する権利が否定され、無視されたことによって、主
権者としてとしての価値を根底から否定されました。

控訴人らは、それぞれ平和のために憲法９条を改変して
はならないという決意で、憲法を最も誇りとし、次世代に
継ぐことを自分たちの責務と確信して生きてきたものであ
ります。その憲法改正手続に一切関われないまま排除され、
戦争ができる国にその実質を改変されてしまったことによ
る怒り、憤りによって自らの精神が苦しめられ、恐怖、絶
望感、悲壮感に苛まれ、強度のストレスに苦しめられる結
果となったのです。

裁判所においては、控訴人らの憲法改正・決定権が具体
的に侵害された事実を正しく認定し、控訴人らの精神的苦
痛を救済することを求めます。



10

人格権侵害の判断について

控訴人ら訴訟代理人　福　　田　　　　護　

１　人格権侵害についての２つの判断パターンについて

原告らが本件で主張している３つの権利のうち、平和的
生存権と憲法改正・決定権については、原判決はその権利
性自体を否定し、全国の本件と同種の諸判決も、現在まで
のところ同様です。しかし、人格権の権利性自体は、原判
決も他の判決も否定はできません。問題は、原判決その他
の諸判決が、原告・控訴人らの訴える新安保法制法の制定
等による戦争やテロの危険、そのことへの恐怖・不安等の
精神的苦痛が、法的保護の対象とはならないと判断してい
ること、そしてその判断構造にあります。

控訴人ら最終準備書面第３章では、本件と同種の全国の
裁判所の２０件の判決を掲記しましたが、その趣旨は、原
判決を含めてほとんどの判決が、原告らの人格権侵害の訴
えを排斥するのに、ほとんど同様の判断のしかたを、まる
で右倣えしたように判示しているという問題、したがって
また、ほとんど同様に原告らの訴えの内容を誤解し、又は
曲解して、真正面からこれを検討しようとしていないこと
の問題を指摘し、本件控訴審裁判所が、決してその同じ轍
を踏まないよう求める点にあります。裁判官は、良心に従
い独立してその職権を行い、憲法及び法律にのみ拘束され
る、改めてそのことを指摘しておきたいと思います。

そのほとんど同様の判断のしかたは２つあり、原判決を
含めて多くの諸判決はその両方を判示しています。一つは、

「我が国が他国から現在において武力攻撃の対象とされて
いないから、又はそれが切迫していないから、原告らの生
命・身体の具体的危険はない」というもの、もう一つは、
原告らの訴える戦争・テロへの恐怖・不安等の精神的苦痛
を「平和への信念」や価値観など個人のものの見方・考え
方によるものとし、これに適合しない立法行為や立法政策
も「多数決原理を基礎とする間接民主制」の下では不可避
であって、その苦痛は当然に甘受すべきだというものです。

このような判断のしかたの問題性を、明らかにしておき
たいと思います。

２　我が国が他国から現に武力攻撃の対象とされていない

から生命 ・ 身体の具体的危険はないとの判断について

まず、一つ目の、我が国が他国から現に武力攻撃の対象
とされていないから生命・身体の具体的危険はないとの判
断についてですが、これはすでに繰り返し指摘してきたよ
うに、常識外れの判断です。これは、「まだ戦争になって
いないから身の危険はない」「戦争になってから裁判所に
救済を求めよ」というに等しいものです。実際に戦争になっ
てからでは手遅れなのは明らかですから、これは司法救済
の拒否にほかなりません。

青井未帆教授は、憲法９条は、戦争による人権侵害が生
じる手前でこれを防ぐ「防火壁」であり、新安保法制はこ
の「防火壁」を破壊するものであって、具体的な生命・身
体の危険が生じていないから裁判所は取り扱えないという
のは、「手遅れになってからでないと扱えない」といわん
ばかりであり、それは結局司法の果たすべき役割を放棄す
るものであることを指摘しています。

髙作正博教授は、戦争というものは予測が困難で、抽象
的な危険から具体的な危険へ、そして現実の人権侵害へと
いう段階を経て発生するものとは必ずしもいえず、一気に
武力攻撃が現実化しかねないものであることから、前倒し

の救済の必要性を指摘しています。
そして今回新たに、長谷部恭男教授が意見書を書いて下

さいましたが、そこでもやはり、新安保法制法の明白な違
憲性が指摘された上で、集団的自衛権が発動され又は発動
が切迫している状況に立ち至れば、「裁判を通じて国賠法
上の違法性を認定することは、もはや遅きに失する」こと
が指摘され、戦争のように膨大で甚大かつ不可逆的な被害
が発生する危険性がある場合には、そうした結果の発生を
確実に予測し得ない場合であっても、「予防＝事前配慮原
則」にのっとり、違法判断をなすべき十分な理由がある、
と指摘されています。

長谷部教授意見書ではさらに、集団的自衛権等の行使を
認めた政府の解釈変更と新安保法制法においては、いかな
る場合に武力行使をするかが「曖昧模糊とした不確実性」
を帯び、自衛権発動の基準が曖昧化したために国民の権利
侵害に関する具体的危険発生の判断自体が困難となってい
るという、判断基準の側の「漠然性の瑕疵」が指摘されて
います。

このように、こと戦争に関しては、「現実の危険」「具体
的危険」を待っていては、司法は機能をなさないのです。
裁判所は、これら専門家の指摘に虚心坦懐に耳を傾けなけ
ればなりません。ことは、この国の未来にかかわります。

３　戦争への恐怖 ・ 不安等を信念や価値観によるものとし、

憲法問題を立法政策の問題にすり替えることの不当性

次に、原判決及び同種判決のほとんどに共通する第二の
判断パターンとして、原告らの戦争への恐怖・不安等の精
神的苦痛を、個人の「平和への信念」や価値観の相違の問
題、すなわち個人的なものの見方・考え方によるものと捉
え、そのようなものの見方・考え方が一定の立法政策に反
することによって生ずる精神的苦痛は、「多数決原理を基
礎とする間接民主制」の下で「理解を共通にする国民一般」
に不可避的に生ずるものであり、社会通念上受忍すべきも
のだという、特徴的なパターンがあります。これも各判決
が右倣えしているように見えます。

しかし、原告・控訴人らの訴える戦争への恐怖・不安等は、
新安保法制法以前は憲法９条の集団的自衛権の行使禁止等
の「防火壁」で守られていたのに、これが新安保法制法に
よって破壊された結果、国民が直接に戦争の危険にさらさ
れることになったという、それ自体客観的な法構造の変化
に基づくものであり、決して、信念、信条、義憤、公憤等
としてくくられるような、個人の価値観ないしものの見方・
考え方によるものではありません。原告・控訴人らは、憲
法の「防火壁」が破壊され、集団的自衛権の行使等により、
日本が戦争に参加し又は巻き込まれる危険と機会が格段に
高まったという客観的事実によって、それぞれの戦争体験
や社会的立場に応じて、それぞれ異なった内容の恐怖や不
安などに苛まれていることを訴えているのです。

このような状態は、権利侵害という観点からすれば、戦
争の危険に脅かされずに、平穏な環境と心情の中で生活を
送る権利としての平穏生活権が、現に侵害されているとい
うこと、その訴えにほかなりません。

したがって、本来裁判所は、原告らが訴える戦争への恐
怖・不安、平穏生活権の侵害について、いま述べたような
客観的根拠があるのかどうか、すなわち、憲法９条が集団
的自衛権の行使を禁止していたことが国民を戦争の危険か
ら守ってきたのかどうか、政府の解釈変更と新安保法制法
の制定によって戦争の機会と危険が拡大したのかどうか、
言い換えれば、なぜ自衛隊創設以来一貫して、政府自身が
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憲法９条によって集団的自衛権の行使は禁止されていると
の解釈をとってきたのか――これらのことを審理・判断し
なければ、原告らの訴えの合理性、正当性を判断できない
はずです。その審理・判断とは、取りも直さず、解釈変更
と新安保法制法の違憲性判断にほかなりません。それは、
単なる立法政策の問題ではなく、すなわち「多数決原理を
基礎とする間接民主制」の相対多数で決せられるべき問題
ではなく、司法による客観的な憲法判断の問題なのです。

原判決その他の同種判決の信念論、価値観論、そして多
数決論は、明らかに論点のすり替えです。

ここで裁判所は、憲法判断を避けて通ることはできない
はずです。控訴人らの訴えに謙虚に耳を傾け、その恐怖・
不安等のよってきたる所以がどこにあるのか、目をそらす
ことなく正面から検討されるよう求めるものです。

控訴人ら代理人弁護士　　有岡　佳次朗

私は登録して７年目を迎えた弁護士です。若手弁護士の
立場から本訴訟の意義や憲法との関わりなどについて意見
陳述させていただきます。

新安保法制法は、2015 年 7 月衆議院で、同年９月に参
議院でいずれも強行採決によって可決され、成立したとさ
れました。

当時私は、司法修習生で、新安保法制法についてはニュー
スで知っている程度でした。ただ、国会前にあれだけの人
が集まって声をあげている映像を見て、日本でもこのよう
なことが起きていることに強く衝撃を受け、ただならぬこ
とが起きていることを感じ、そこから新安保法制法に対し
て関心を持つようになりました。

私が弁護士になってから、新安保法制法の違憲訴訟を
行っていることを知り、弁護士として黙って見過ごすわけ
にはいかないと思い、弁護団に加入しました。

新安保法制法は、集団的自衛権や後方支援、武器等防護
など、およそ現憲法下で説明しようがない法律であり、憲
法学者も口をそろえて違憲であると言っていました。また、
当時の政府もそれがわかっていたことから解釈改憲などと
呼ばれる手法を使わざるを得なかったのだろうと思いまし
た。このように、憲法適合性がないことは明らかで、裁判
所も統治行為論のような旧来の手法を使わなければ憲法判
断をし、違憲判決をするものと思っておりました。また、
さまざまな原告の方のお話を聞く中で、平和の中で暮らし
たい、戦争の恐怖、二度と繰り返したくないなどの思いが、
それぞれの方の人格の中心になっている、人格を形成して
いると思わせられ、このようないわば当たり前の価値観を
裁判所がわからないわけがないとも思っていました。

しかし、承知のとおり、地裁高裁含めてこれまで２０の
判決が出ていますが、いずれも憲法判断をせずに原告の請
求を認めないというものでした。どのような判断をしたか
というと、こちらも承知のとおり、「原告の生命、身体の
侵害の危険が切迫し、現実になったとは言えない」、そし
て新安保法制法の成立は、原告にとっては単なる義憤ない
し公憤であるというものでした。

私は、この判決文を読んだとき愕然としました。それと
同時にあまりに判で押したような判決が続き、恐怖すら覚
えました。

判決の内容をそのまま受け取れば、戦争が起こらない限
り危険が切迫し、現実になったとは言えない、それはつま
り、戦争が起こってから裁判所に来てくださいというもの
でした。また、それぞれの立場で戦争に巻き込まれたくな

い、平和に暮らしたいという原告らの精神的苦痛は、一部
の人たちの義憤や公憤でしかないというものでした。私が
今ここで意見陳述をすることができているのは、戦争が現
実には起こっていないからです。実際に戦争が起きてから
裁判所に来いというのは、誰が考えても現実的ではありま
せん。

国家の基本法として尊重されるべき憲法を、こんなに簡
単に変えてしまったことについても、裁判所は何も言って
いません。政治が守るべき憲法をその政治が破壊したこと
について、裁判所は後追いするだけでいいのでしょうか。

私は、このような誰が聞いてもおかしな、非現実的な判
決を、裁判官は本当に心の底から正しいと思っているのだ
ろうかと疑問に思っていました。人間ですから価値観が合
う、合わないは当然ありますが、すべての裁判官がこのよ
うな判決を書いたこと、書かなければならなかったことは、
何か別の理由があるのではないかとすら思いました。

人間社会ですから、さまざまな利害関係の中で自他を成
り立たせないといけないことはわかりますが、司法も裁判
官の一人ひとりのレベルでは憲法の番人、三権分立、裁判
官の独立などは実践に値しない、理念上のものにすぎない
のだろうかと、憲法を学んできた私にとっては、あまりに
衝撃的で、絶望すら覚えました。

まだまだ人生経験も法曹としての経験も浅い私が申し上
げるのも恐れ多いですが、出世がどうとか、定年間近だか
らどうとかではなく、憲法を学び、これに拘束される者と
して、事実を見て、ご自身で裁判官としての良心に問いか
け、それにのみ従って判決を下していただくことを切に
願って私からの意見陳述とさせていただきます。

控訴人ら代理人弁護士　　伊藤　真　　

新安保法制法に関して、主権者国民の意思を憲法改正国
民投票という正規の手続で問うこともなく、内閣は７．１
閣議決定によってこれまでの国のあり方を一変させ、国会
は多くの国民・市民の反対の声を無視して採決を強行しま
した。それらの違憲性を是正すべき裁判所までもが新安保
法制法の違憲判断を避けることなど、到底許されることで
はありません。仮にそのようなことがあればそれは、三権
に携わる公務員が、揃いも揃って憲法を尊重し擁護しない
姿勢を示している点で憲法９９条違反に他ならず、立憲主
義国家としての存立自体を危うくする、あってはならない
ことがこの日本で起きてしまっていることを意味します。

政府は「どうせ裁判所は新安保法制法について違憲判断
など出せない。そのような胆力のある裁判官などいない」
と高をくくっているようです。率直にいえば、司法がない
がしろにされているのであり、裁判所を戦前と同じように
二流官庁として見下しているのだと思います。

私は司法に携わる者として、こうした状況を目の当たり
にして悔しくてなりません。個人的な感情などはどうでも
いいことなのですが、戦前のように裁判所に違憲審査権が
認められておらず、司法省の監督下にあり、独立性も担保
されていなかった時代ならいざ知らず、日本国憲法の下で、
司法権の独立が保障され、裁判官の身分保障も厚くなり、
違憲審査権が認められるようになった現在の裁判所が、政
治部門から軽んじられることに我慢がならないのです。

裁判所が憲法判断に消極的な理由として、付随的違憲審
査制があげられています。しかし、本件のように国家賠償
請求訴訟という適法に提起された訴えが係属しているので
すから、付随的違憲審査制であることだけを理由に憲法判
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断を避けることはできません。
原告らに具体的な権利侵害がないにもかかわらず、憲法

判断をすることは実質的に抽象的違憲審査をすることと同
じだという理由で本件において憲法判断を回避するのであ
れば、それは以下の点から誤っています。

まず第１に、控訴人らの権利侵害の有無を判断するため
には新安保法制法の憲法判断が必要不可欠だからです。原
告らは明白な違憲の立法行為によって法的保護が必要な精
神的苦痛を被ったと訴えているのですから、その原因であ
る立法行為が「明白な違憲立法であるか否か」は、原告ら
の権利侵害の有無、程度に大きな影響を与えます。この新
安保法制法の違憲性を判断せずして、原告らの権利侵害の
有無、程度は判断できないことを再度確認しておきます。

第２に、とりわけ憲法改正・決定権の侵害の有無につい
て判断するためには新安保法制法の違憲性の判断が不可欠
だからです。新安保法制法が憲法を変えることなく、許さ
れる解釈の変更の範囲を超えてその意味内容を変更するよ
うなものであったかどうか、つまり憲法に違反する内容で
あったかどうかを検討することは、控訴人らの主張する憲
法改正・決定権の侵害の有無を判断するために避けて通る
ことはできないからです。

第３に、そもそも本事案の特殊性から控訴人らの生命・
身体等の安全が侵害される具体的危険の発生にこだわるべ
き理由がないからです（長谷部意見書参照）。まず、違憲
性の明白な集団的自衛権行使およびそれに対する他国の対
応により、原告らを含むきわめて多くの国民の生命・身体
に対して回復困難で、かつ、計り知れない損害が加えられ
ることが必至となる状況に立ち至るまで、裁判所が国の行
為の違法性について判断を控えるべきだとすることは、司
法権の行使を放棄するに等しく、国民の裁判を受ける権利
をないがしろにするものであることを指摘しなければなり
ません。さらに７．１閣議決定及び新安保法制法制定によ
り武力行使の発動基準全体が漠然性の瑕疵を帯びるに至っ
たために結果発生が不確実となった場合には、裁判所は、
予防＝事前配慮原則に即して、具体的危険性の発生を待つ
ことなく、出発点となる発動基準の違憲性を正面から問題
とし、その違憲性を指摘すべきなのです。

大谷直人最高裁長官は新任判事補宛の訓示として、「な
ぜ敗訴した側の主張が採用できないか、判決の中できちん
と整理して示すことが必要だ」と説いたそうです。

仮に本件において、具体的危険性の発生が必要であり長
谷部意見書の理論を採用できないというのであれば、「な
ぜ控訴人側の主張（即ち、長谷部理論）を採用できないの
か、判決の中できちんと整理して示」されるよう強く求め
ます。なぜならば、上記の大谷直人長官の訓示は、決して
新任判事補のみに向けられたものではないのであり、司法
への国民の信頼の源泉がこうした判決による説明責任にあ
るからです。

第４に、本件は裁判所が憲法保障機能を発揮するべき特
別な事案だからです。

昨年 10 月の衆議院議員総選挙において、立憲民主党な
どの野党は市民連合と政策合意をしましたが、その中に「安
保法制の違憲部分を廃止すること」が含まれていました。
しかし、新安保法制法が争点とされることもなく選挙は野
党の敗北に終わりました。このことは、政治部門によって
憲法破壊がなされたときに、それを選挙などの政治過程で
回復することが事実上不可能であることを示しています。
だからこそ、憲法はそうしたときの憲法秩序の回復を裁判
所の職責として、司法に託したのです。

それにもかかわらず、裁判所が憲法判断をあえて避けて
しまったとしたら、一体誰が憲法秩序を回復し、立憲主義
を健全な状態に戻すというのでしょうか。主権者に抵抗権
を行使しろというのでしょうか。日本が戦争に巻き込まれ
て現実に死者が出てから、その遺族に裁判で争えとでもい
うのでしょうか。日本がいつ米国の戦争に巻き込まれるか
分からない今こそ、裁判所の判断が必要なのです。

５０年前とは異なり、世界の潮流として、統治行為論な
どにより司法が政治に口を出さないという時代はとうの昔
に過ぎ去りました。今は、アメリカ、イギリス、ドイツ、
フランス、どこの国も司法が憲法価値の擁護者としてしっ
かりと政治にくさびを打ち込み、そのことが司法への信頼
を高めています。西欧諸国がすべて優れているとは言いま
せんが、少なくとも立憲主義の担い手という点において、
日本の司法もそして裁判官も西欧諸国並でありたいもので
す。

確かに憲法判断を避け、原告らに法的保護利益の侵害が
ないと判断する方が容易でしょう。しかし、そのような判
決で自らの職責に誇りを持てるのでしょうか。裁判所が自
らの職責を放棄し、期待された役割を果たせないのであれ
ば、そのような仕事しかできない裁判官が国民からの信頼
を得られるはずもありません。むしろ、憲法判断をしな
いことの方が、政府による違憲の安全保障政策を追認しこ
れに加担することになり、それこそ極めて政治的な判断で
あったと後世で評価されることになるでしょう。

裁判官は、自らの良心に忠実に仕事ができ、憲法と法律
にしか拘束されることがありません（憲法７６条３項）。
自らの保身だけを考える木っ端役人のような裁判官に成り
下がることもできますが、苦しんでいる国民・市民を、自
らの判断で救うことができるし、自らの信念でこの国の憲
法秩序を護ることができます。法律家として、裁判官ほど
その力を発揮できる職業はありません。

全国で２５件の同様の訴訟を提起した控訴人らを含む 7、
６９９人は、侵害された自らの権利の回復のみならず、毀
損された立憲主義の回復を求めて提訴することで「不断の
努力」の一部として自立した国民・市民としての役割を果
たしました（憲法１２条）。訴訟代理人らも「基本的人権
を擁護し、社会正義を実現することを使命とする」弁護士
として役割を果たそうとしています（弁護士法１条参照）。
裁判官各位も、人権保障機能と憲法保障機能を果たすこと
によって立憲主義を回復するためその役割を果たしていた
だきたいと切に願っています。

本件で裁判所が明確な違憲判断を示すことは、司法が政
治に巻き込まれるのではなく、司法の威信を取り戻し、立
憲主義を回復するために、今、国民から最も司法権に期待
されていることなのです。平和を求める多数の国民・市民、
そして、学者、法律家、メディアを含めた世論が注目して
いる本訴訟の本質を決して矮小化することなく、裁判官各
位の良心が凝縮された歴史に残る判決を求めて弁論を終え
ます。


